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中国家電品流通の発展――国美と蘇寧
関 根 孝＊
はじめに
中国流通業界の話題は，2006年小売業売上ランキ
ングで国美電器が初めて首位に立ち，07年も連続
トップ，蘇寧電器も 3位になり，民営の 2大家電専門
店チェーン（家電量販店）が急成長し，流通近代化の
主役の役割を果たすようになったことである。
中国の家電品流通は，社会主義計画経済から漸進的
に市場経済への移行に伴い，他の物資とともにこの
20年間で大きく変貌している。「切符制」による配分
の時代から，家電産業が発展し売手市場が出現，改
革・開放政策と相俟って家電品チャネルが多様化する
が，世紀の境目あたりから家電量販店が急成長する。
そこで本稿ではまず，こうした政府による配分の時代
から現在に至るまでの家電品流通の変遷を概括する。
次いで，成長著しい家電量販店業界の発展の軌跡を紹
介し，何故中国ではこれほど成長したのかを国美と蘇
寧をとりあげ，それぞれの成長のプロセスを明らかに
する。そこでは家電量販店のバイイング・パワーの発
揮によって業績悪化に苦しむメーカーのマーケティン
グ・チャネル戦略にも言及する。
本稿の目的は最近における中国の家電品流通の動向
を明らかにすることにあるが，そこでは家電量販店が
短期間にこれほど急成長した要因を分析し，家電量販
店成長の経済的・社会的意味を明らかにし，さらにこ
れらを踏まえて，東アジアの比較分析による「家電品
流通のマクロモデル」という視点を交えて，今後の家
電品流通の方向性を考察したい。
1 中国における家電品チャネル変遷＊1
中国における現在までの家電品チャネル変遷のプロ
セスは，大きく「切符制」による配分，買手市場の出
現と家電品チャネルの多様化，家電量販店の成長，の
3段階に分けることができる。それぞれの段階の特徴
をみていこう。
（1）「切符制」による配分
1976年に「文化大革命」が終結し， 小平が復
活したのは，78年，中国共産党第 11期 3中全会（中
央委員会第 3回総会）においてであった。「大胆に権
限を下放し，地方と企業により多くの経営管理の自主
権をもたせる」という経済改革委の方針が決定され，
改革・解放が徐々に進められた。80年には深，渤
海，汕頭，および廈門を経済特区に指定し，試験的に
内地と異なる体制と政策を実施している。 小平は＊ 専修大学商学部教授
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出所）張 敦群／張 永強［2003］図１（168頁）から作成。
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「生産力の発展」が最大の課題であることを認識し，
「白猫であれ，黒猫であれ，鼠を捕るのは良い猫だ」
という「白猫黒猫論」の考え方を示し，意識改革を行
うとともに，以後の経済発展の基礎を築いた（温
［2003］22～26頁）。改革・解放が行われたとはい
え，家電品産業を含めて消費財部門における技術革新
はまだ「夜明け前」であったし，生活水準からみて家
電品はまだ貴重品の時代であり，家電品も政府組織の
流通システムにより配分され，主に国営「百貨店」で
販売された。企業に一応販売自主権は与えられていた
が，物不足で典型的な売手市場の状態であり，多くの
家電品も「切符制」がとられ，家電品流通は形式的に
も実質的にも政府が掌握していた。
国営商業の卸は「3固定制」（活動地域，取引先，
利益率が決められていた）のもと，3段階に組織され
た。1級卸は天津，上海，広州におかれ，メーカーか
ら家電品を購入し 2級卸と一部大型小売商（主に国有
百貨店）に提供する。2級卸は省都や中継都市におか
れ，1級卸や他の 2級卸から家電品を仕入れ 3級卸と
都市小売商（主に国有百貨店）に提供する。3級卸は
都市の構成部分にあたる「区」や「県」におかれ，2
級卸から家電品を仕入れ現地の小売商（主に供銷合作
社＊2）に提供していた（張 敦群他［2003］167～170
頁）。
1984年の中国共産党第 12期 3中全会で，「経済体
制改革に関する中国共産党中央委員会の決定」が発表
され，「経営責任制の確立」と「必要によるのではな
く，労働に応じた分配」が基本的方向として提案され
た。経済改革の効果が現れ始め，所得水準は上昇し家
電品に対する需要が拡大した。家電品流通は，1級卸
→2級卸→3級卸の単一のチャネルから，部門別，行
政別の枠を超えた取引が可能になったが，国有卸が半
強制的に買い上げる仕組みは 1990年代まで続いた
（新井［2005］189～190頁）。しかしこの段階では供
給が需要に追いつかず，こうした売手市場の状況下
で，家電品市場にビジネス・チャンスを求めて「経商
（ちょっとした商売で一儲けするもの）ブーム」が起
こり，家電品市場に中小零細な流通業者が参入した。
メーカーや卸から，そして密輸などで不正規流通の稀
少な家電品を入手さえできれば，計画外ルートで高価
格で販売することができた。まだ国内家電メーカーは
質量ともに不十分で，輸入家電品専門の流通業者も多
数存在した。
（2）買手市場の出現と家電品チャネルの多様化
1989年，天安門事件直後の共産党第 13期 4中全会
で，改革・開放政策が確認されるとともに，社会主義
の現代化が進められることになった。天安門事件の影
響で，90年の国内総生産（GDP）は前年比で実質 3.8
％増と，70年代末の改革・開放政策以来の最低を記
録した。しかし 92年，中国高度成長の起点ともされ
る 小平の「南方（視察）講話」が行われ，市場経
済への加速化が始まった。93年の中国共産党第 14期
3中全会において，「社会主義市場経済に関する決定」
が採択され，社会主義計画経済から社会主義市場経済
に移行して，国有企業・金融など各分野で大胆な改革
を行うことが決定された。GDPは，92年以降は 4年
連続で 10％以上も上昇し，今度は景気過熱が問題と
なった。90年頃から，所有制度を変更せずに従業員
が商店経営を請け負う「国有民営」が盛んに行われ，
大規模流通企業に関しては，卸売と小売の兼業化，経
営多角化，企業集団化，国家株を中心とした株式会社
化など制度改革が試みられた（黄［2002］84～85
頁）。多くの家電メーカーは，政府から許可を受けた
代理店や代理人を利用するようになった。
1991年カラーテレビについて，売手市場のなかで
暗躍する闇ブローカーを締め出すために「専営」制度
が発表された。カラーテレビの小売を政府が許可した
国営商店のみに限定し，また卸売も国営卸とメーカー
だけが中央・地方政府の計画に基づいて行おうとし
た。しかしながら，同年，カラーテレビの売上は大き
く落ち込み，政府によるブラウン管の配分を通じた生
図 1 家電品の伝統的流通チャネル
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産台数の統制が難しくなり，政府による配分システム
は形骸化した。カラーテレビの流通ルートは，1989
年初めまでの供給不足の時代と，供給過剰で競争が特
に激しくなった 91年以降では大きく変化した。
政府主導の流通チャネルは，供給過剰，海外ブラン
ド品の流入，価格競争の激化，産業利潤の低下，消費
欲求の変化など新しい環境を捉えることができず，
メーカーは自らが適応するチャネルを探索し，あるい
は構築せざるをえない状況になった。1992年の時点
で，伝統的流通チャネル（計画内流通）と新興の流通
チャネル（計画外流通）はほぼ 4割強で互角になった
という試算がある（渡邉真理子［2008］）。こうした家
電品流通が変化するなかで，家電メーカーが新たに作
りあげたチャネルモデルには次のようなタイプがある
（張 敦群他［2003］172～180頁）。
a 複数代理店制
メーカーが各地域に設立した販売子会社のもと，そ
れぞれの地域で複数の 1級，2級卸売商を代理店とす
るもので，市場開拓には適しているが，価格競争に陥
りやすくブランド価値が損なわれやすい。新飛（河南省
新郷市，FRESTECH），海信（山東省青島市，HISENSE）
などが採用した。
b 総代理店制
メーカーが各地域に設立した販売子会社のもと，1
級市場の大型小売商に直接販売する場合を除き，いく
つかの地域に分けて単独の卸と代理店契約を結び，地
域内の小売商に独占的に商品を供給する。総代理店に
なった 1級卸は，テリトリー内の 2級都市で 2級卸を
一つずつ設立し，地域内の小売商に独占的に商品を供
給する。3級市場には卸がないので，小売商は全て 2
級卸から仕入れなければならない。販売計画の推進を
全面的に代理店に依存するこの方式を，四川長虹（四
川省綿陽市，CHANGHONG）や TCL（広東省恵州市）
が採用したが，総代理店の力が強くなりすぎコント
ロールがきかなくなり，両社とも 1998年から小売段
階で専売店のネットワークを構築するようになった。
これまでの複数代理店や総代理店はメーカーと資本
関係がなかったが，エアコンのトップメーカーである
「格力電器」（広東省珠海市）は，各地域で卸売商と共
同出資で地域販売会社を設立している。省・市を範囲
とするテリトリー制を敷き，同じく共同で設立した卸
売商は当該地域の販売会社から仕入れることを義務づ
けている。この方式の特徴はメーカーと卸売商の関係
を敵対者から利益共同体に変容させることにある。
c 直販モデル
卸売商を利用しないで小売商に直接販売するもので
ある。ハイアールは当初の商城（百貨店）での販売時
から，店中店（テナントのこと）を創設し，さらに専
売店づくりを行って，ブランド・イメージの確立に努
めてきた。潤沢な資金で製品ライを広げたことが専売
店網の発展に寄与し，国務院発展研究センターによる
と，1999年にすでに全国主要な市・県で専売店網を
構築している。2000年からは，全国に 48の工貿会社
（販売会社）を設立した。直販モデルはシーメンス
（独）やエレクトロラックス（スウェーデン）など外
資系企業も採用している。ただしこの方式は広大で複
雑な中国市場では，大きな資本力を必要とするため
に，重要な都市だけや取引先だけを直販にし，県や郷
では代理店方式を併用することが多い。
（3）家電量販店の成長
1997年のアジア通貨危機後は中国でもデフレ傾向
表 1 主要家電品の普及推移
1985 1990 1995 2000 2005
都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村
カラー TV 17 1 59 5 90 17 117 49 135 84
電気冷蔵庫 7 0 42 1 66 5 80 12 91 20
洗濯機 48 2 78 9 89 17 91 29 96 40
エアコン ― ― ― ― 8 ― 31 1 81 ―
注）『中国統計年鑑』各年による。数字は 100世帯当たりの保有台数。
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に陥り，99年に GDPの伸びは 7.1％に低下した。し
かし，その後は高度成長が復活し，2001年の世界貿
易機関（WTO）加盟による外国企業の対中直接投資
増加などで拡大基調が続き，現在までその傾向は続い
ている。その反面，地域間や地域内の経済格差，大量
の慢性的失業者の存在，社会環境の破壊などの問題が
顕在化している。特に，沿海部と内陸部，都市部と農
村部との間の所得格差をどう是正するかが大きな課題
となっている。家電業界では，8億人いるといわれる
農村人口の市場への対応が問われている。それは，今
後経済が順調に発展し経済格差が徐々に是正されてい
くとすれば，市場規模と現在の「三種の神器」の普及
率からみて，潜在需要の宝庫であるからである。
国内家電メーカーが台頭し，供給不足から次第に供
給過剰の状態に移行した。1990年代半ばになると，
買手市場の時代が到来し，家電品市場の競争は，生産
者段階でも流通段階でも激化し，流通コストの削減が
大きな課題となった。大量仕入による低価格販売を特
徴とする家電量販店が，メーカーの系列店網に対して
比較優位にあり，大都市では大きなシェアを獲得して
いる。家電専門店チェーンは，解体されつつある国有
卸を利用しないで，卸売機能を内部化しメーカーと直
接取引を行うケースが多くなった。
現在，中国における家電販売の小売チャネルには，
「電気城」（家電品の自由市場），「百貨店」，「大型超
市」（総合量販店），「専売店（系列店のこと）」，及び
「家電専門店チェーン」がある。「電気城」は，国内家
電品販売や輸入に対する政府の厳しい規制があった時
代に，正規外流通品や密輸品がかなり存在し，その販
路として集積したのが発祥といわれており，上海市な
ど地域によってはかなりの規模に達している。経営形
態はテナント方式であり，家電品の卸売・小売市場の
機能を果たしている。この業態のメリットは，多様な
商品を低価格で販売することにあったが，消費者の品
質とサービスに対する欲求が高まるにつれて，地位を
低下させている。百貨店は顧客吸引力が強いこと，信
用度が高いことが特徴であり，家電品販売でも有力な
販路であった。現在でも，家電品の年間売上高が 1億
元（約 13億円）に近い「百貨店」は数多く存在して
いる。しかし，家電量販店など他のチャネルが成長
し，近年地位を後退させており，一部百貨店は家電品
販売から撤退している（中国連鎖経営協会［2004］）。
「大型超市」は，1990年代半ば導入された業態であ
り，近年外資系の中には家電量販店に負けない家電品
売場を設けている大型超市も増えている。ただし，成
都と北京に進出しているイトーヨーカ堂は，家電量販
店の攻勢に押されて，2003年，テレビや冷蔵庫など
大型家電品の販売を中止している（矢作［2005］96
頁）。家電量販店は，1990年代後半から急成長してい
る。大量集中仕入，大規模な店舗，豊富な品揃え，低
価格販売，サービスの充実などを武器に，現在大都市
では，家電品販売額シェアで百貨店を凌ぐようになっ
ている。
中国の流通近代化は「同時多発的展開」であるとよ
く指摘される。家電品流通においても，日本のように
系列店，家電量販店，総合スーパー，家電ディスカウ
ンターというように「順次段階的展開」とは対照的で
ある。1990年代に入ると，家電品は売手市場から買
手市場へ移行し，社会主義市場経済化が決定される
と，国有の家電品配分システムは徐々に崩壊し，民営
の中間商人が登場し発展するようになった。こうした
背景のもとハイアールや TCLなど大手メーカーによ
る系列店網づくりが行われる一方，家電量販店や家電
品を扱う総合超市の成長が同時多発的にみられた。現
在大都会の家電品流通では，家電量販店が圧倒的優位
に立っている。中国主要 31都市における国美電器，
蘇寧電器など家電量販店の販売額シェアは 60％，聯
華，カルフール，ウォルマートなど総合超市は 13
％，自由市場，専売店などが 21％（2005年推定）
と，大都市では家電量販店のチャネルが主流になって
いる（渡邉真理子［2008］）。
2 家電量販店成長の軌跡
ここでは家電品流通で百貨店から主役の座を奪い，
成長著しい家電量販店業界の成長の軌跡をみてみよ
う。
（1）離陸期から成長期へ
1990年代までは，中国における主な家電品小売業
174
態は百貨店であった。百貨店は消費者からも最も信頼
されていた小売店であり，メーカーにとってもブラン
ド・ポジショニングを高める最高の場所だった。しか
しながら 2000年頃になると，安売りを訴求する家電
専門店チェーンが離陸期から成長期へ入り，徐々に地
位を固めるようになった。初めに大企業に成長したの
は蘇寧電器，国美電器，三聯商社であり，この他にも
北京国通，北京大中，上海一百家電，上海永楽，広州
の東沢や海印などの地方チェーンも 5～10億元以上の
年商を達成するようになった（中国連鎖経営協会
［2001］）。
中国では政治的・制度的事情などから企業の地域性
が強く，特定の市や省，あるいはそれらの周辺地域に
留まることが多い。家電量販店も例に漏れず，2000
年の家電量販店売上高ランキングをみると，山東省の
済南，煙台，日照，東営などに店舗を集中させている
三聯商社がトップで 53億元，やはり北京が地盤の国
美電器が第 2位である。国美の年間売上高はまだ三聯
の半分以下の 23億元（約 350億円）に過ぎない。そ
の後の両社の展開は対照的であり，三聯は現在に至る
まで山東省及び周辺地域で地盤を築く戦略をとり，他
への進出には慎重であるが，国美は第 1・2級の大都
市をターゲットに全国に店舗を積極的に開設し，02
年には家電量販店業界で首位の座に就き，06年には
中国小売業界のトップに躍進することになる。蘇寧も
国美と同様に，早い段階から創業の地である南京を離
れて，華東，華南，華北に進出している。こうした違
いを生んだ大きな要因の一つは，三聯が国有企業集団
の傘下なのに対し，国美と蘇寧は完全に民営企業で
あったことにあると思われる。
三聯商社
家電品売上で初めにトップに立った三聯商社と
はどんな企業であろうか。三聯商社は 1985年に
設立された大型企業集団「三聯集団」の傘下にあ
り，創成期に百貨店から家電品販売に業態転換を
図り成功を収めた。家電品事業ではほとんどの店
舗を山東省の済南市，煙台市，日照市，東営市な
どに集中させ，地域ドミナントを形成，本社があ
る済南や山東省各地域で圧倒的シェアを誇ってい
る。現地小売商と共存共栄を図るために特別許可
経営（フランチャイズ・チェーン）を多く採用し
たことも特徴となっている。現地小売商の経営管
理や商品調達を充実させ，苦境から脱出したいと
いう要求と合致し支持された＊3。
2008年 3月，国美電器は三聯商社（上海証券
取引所に上場）の株式 10.69％を取得，さらに 7
月買い増して 19.71％に拡大，三聯集団を抜いて
筆頭株主になり，今後の動向が注目される＊4。
（2）家電品流通の現状
1995年頃中国には，家電メーカーはおよそ 200社
もあり過当競争が常態化していたが，熾烈な競争プロ
セスを経て，90年代末になると約 20社に淘汰され
た。ハイアール（山東省青島市，HAIER），春蘭（江蘇
省泰州市，STARWAY），康佳（広東省深市，KON-
KA），TCL，海信などの一部メーカーは，生産ライン
を拡大し年間売上高が 100億元を超えるようになった
（中国連鎖経営協会［2002］）。いくつかが大手メー
カーに成長する一方，同質的で単一ラインしかもたな
い家電メーカーの多くは市場から消えていったが，こ
うした傾向を促進したのは低価格販売を特徴とする家
電専門店チェーンであった。家電量販店の成長は加速
度を増し，01年～05年までの 5年間でみると，国美
電器の売上は8倍，蘇寧電器は10倍に増加している。
家電量販店は 2つのグループに分けられ，ひとつは蘇
寧，国美などの全国チェーン，もうひとつは永楽，三
聯を代表とする地域チェーンであり，このことが数年
表 2 家電量販店の売上ランキング（2001 年）
（単位：億元）
順位 企 業 名 年間販売額 店舗数
1 三聯商社 70.3 177
2 国美電器有限公司 61.5 84
3 蘇寧電器集団 39.9 91
4 江蘇五星電器有限公司 25.5 66
5 上海永楽家用電器有限公司 20.5 22
6 華聯集団家用電器公司 16.6 20
注）中国連鎖経営協会［2002］による。
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後のM＆Aの布石となる。04年時点で，100以上の
家電専門店チェーンがあり，蘇寧，国美など大手 6社
のシェアは 18％であった（中国連鎖経営協会
［2005］）。
家電量販店の成長が急であったが，それは主に第
1級市場のことで，第 2・3級市場では家電メーカー主
導のチャネルや従前からの家電品流通がまだ大きな市
場シェアをもっている。有力メーカーは，流通のリー
ダーシップをとるべく株式取得などにより各地域で販
売会社を設立したり，代理店契約を結んだりした。総
代理店制のもとでは販売店が特定ブランドの地域一手
販売権をもち，百貨店，電気城などに卸し，メーカー
はまた小売段階の系列店である専売店も一部で形成し
た。百貨店は家電品流通の伝統的チャネルの主役で，
かつて 80％～90％のシェアを占めていた時代もあっ
たが，家電量販店の興起により少しずつ地位を後退さ
せているが，地方都市などでは依然として重要なチャ
ネルである。総合超市でも家電品を扱っているが，品
揃えの幅や深さに制約があり，家電小売市場では家電
量販店や百貨店などの補完的位置づけである。電気城
は小規模な電器店が集積したもので取扱商品数は多い
が，品質にバラツキがあり，主に低所得者層の需要を
満たす役割を担うにすぎなくなっている（中国連鎖経
営協会［2005］）。
（3）中国流通近代化の主役
2006年の家電流通業界の大きな話題は，その急成
長とともに外資も参画したM＆Aであり，「合併元年」
と呼ばれた。大規模なM＆Aや多数の地方チェーン
の撤退により，国美電器，蘇寧電器，上海永楽，江蘇
五星，北京大中の上位ランキングが崩れ，国美と蘇寧
の 2大企業，それに五星を買収したベストバイ（米）
と大中が競争に加わる状況になった。さらに大中は，
翌年，国美陣営に加わることになる。
流通近代化の一つの側面が経営形態としてチェーン
展開することによる規模の利益（scale merit）の発揮
にあるとすれば，家電専門店チェーンは間違いなく中
国流通近代化の主役の一人である。
中国の小売業界では，2003年に上海の 4つの政府
系グループが大同団結してできた「百聯集団」がずっ
と売上で首位を占めていたが，06年，上海永楽電器
表 3 家電量販店の売上ランキング（2005 年）
（単位：万元）
順位 企 業 名 年間販売額 店舗数
1 国美電器有限公司 498.4 426
2 蘇寧電器集団 397.2 363
3 上海永楽家電有限公司 151.7 199
4 江蘇五星電器有限公司 146.1 193
5 三聯集団有限会社 132.0 274
6 北京大中電器有限公司 100.0 120
注）中国連鎖経営協会［2004］による。
表 4 2007 年中国小売業売上ランキング
順位 企業名 販売額（前年比） 店舗数（前年比） 備考
1 国美電器 1,024億元（18％） 1,020（24％） 家電量販店
2 百聯集団 871 （13％） 6,454（ 3％） 複合小売業
3 蘇寧電器 855 （40％） 632（22％） 家電量販店
4 華潤万家（香港系） 503 （33％） 2,539（13％） 複合小売業
5 大連大商 502 （39％） 145（41％） 複合小売業
6 カルフール 296 （24％） 112（24％） 総合超市
7 物美集団 279 （21％） 718（ 6％） 複合小売業
8 上海大潤発（台湾系） 257 （31％） 85（25％） 総合超市
9 重慶商社 222 （23％） 263（20％） 百貨店など
10 農工商超市 221 （13％） 3,226（74％） 複合小売業
出所）中国連鎖経営協会『2007年 中国連鎖百強企業』から作成。複合小売業とは
超市，総合超市，コンビニエンスストアなど多業態を展開する企業。
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を買収した国美電器がトップに立った。01年の売上
は 62億元（930億円）に過ぎなかったが，5年後の 06
年には約 14倍の 869億元（1兆 3千万億円））へと増
加，それだけ家電産業における技術革新と家電専門店
チェーンの成長が急であったことが理解される。さら
に，07年に中国の小売業として初めて 1千億元を突
破，また北京大中も買収した。家電量販店 2番手の蘇
寧電器も売上高が前年比 40％増で，年商 1千億元を
射程に捉え，総合順位が 3位にランクされた。米ベス
トバイに買収された「江蘇五星電器」（11位）21％
増，中国最大の ITショップのチェーン「宏図三胞」
（16位）46％増と高い伸びを示しており，家電量販店
の勢いは今後も続くことが確実視されている。日本を
含めて世界各国の小売業売上ランキングでは，総合量
販店もしくは総合量販店を中核とする複合小売業が上
位を占めているのがふつうだが，中国のようにこれほ
ど家電量販店が急成長し，国美のような専門店チェー
ンが首位につくということは歴史上珍しいケースであ
る。
それでは，何故中国ではこれほど家電量販店が成長
したのであろうか。これは家電量販店の発展が遅れて
いる韓国＊5などと比べてみるだけでも，興味ある研
究課題となるであろう。中国と韓国を比較して直ぐ気
づくことは，家電産業における生産段階の市場集中度
の違いである。中国では内外の多くのメーカーによる
活発な競争「オリンピック現象」がみられるのに対し
て，韓国ではサムソン電子と LG電子の複占状態にあ
り，競争が制限的である。この他にはどういう要因が
考えられるであろうか。家電量販店の 2大企業に成長
した国美電器と蘇寧電器の成長の系譜を紹介し，検討
に取りかかりたい。
3 成長に弾みがつく国美電器
2001年から 5年間で国美電器の売上は 8倍になり，
06年にはついに年間売上高でトップに立ち，07年に
は中国の小売企業で初めて1,000億元（約16,000億円）
を達成している。ただし注意をしなければならないの
は，中国連鎖経営協会が発表する年間売上高や店舗数
に関する数字と，国美の年次報告書のそれらとはかな
り違うことである。どこの国でも統計データに関して
は，一般に調査方法，捕捉率，集計方法などについて
疑問が呈せられることがよくあるが，中国では特に統
計データの入手の難しさとともに信頼度の問題が我々
研究者を悩ませている。
たとえば，2007年の国美電器の年間販売額では 2
倍以上，店舗数も 3割近くの開差がある。こうした事
態は中国ではよくみられるケースで，中国連鎖経営協
会の数字にはグループ内取引や関連会社の数字が入っ
ているのに対して，香港証券取引所に提出している数
字は連結対象となる「子会社」以外は排除している
し，また二重計上となるグループ内取引も含まれてい
ないなどの理由が開差をもたらしていると考えられ
る。従って，連鎖店経営協会の数字は厳密さに問題が
ありそうだが，同じようなスタンスで情報を集めてい
るとすればそれなりに時系列的に一貫性をもっている
こと，これらを用いれば大手小売企業の全体像と推移
がわかること，種々の比較が可能になることなどから
表 5 国美電器の推移（1） （単位：億元）
西暦 年間販売額（伸び率）店舗数（伸び率）
2000 23（―％） 41（ ― ％）
2001 61（165％） 84（ 105％）
2002 109（ 79％） 64（－24％）
2003 178（ 63％） 139（ 117％）
2004 239（ 34％） 427（ 207％）
2005 498（108％） 426（ 0％）
2006
869（ 74％） 820（ 92％）
うち永楽電器 221 202
2007 1,024（ 18％） 1,020（ 24％）
注）中国連鎖経営協会『中国連鎖店年鑑』各
年，による。
表 6 国美電器の推移（2）（単位：億元）
西暦 年間販売額 税引き利益 店舗数
2003 94 3 79
2004 126 7 116
2005 180 8 259
2006 247 9 572
2007 424 12 726
注）『国美電器年次報告』各年，による。
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本論文では，連鎖経営協会の数字を中心に議論を進め
ることにする。
（1）創業まで＊6
国美電器の創業者・黄 光裕は，2004年中国富豪
ランキングでは，推定資産 105億元（1,400億円）で
トップに選ばれた（『ユーロマネー』誌発表）。光裕は
スワトウ
1969年，広東省の汕頭市の人口わずか 300人あまり
の農村・鳳壺村で 4人兄弟の次男として生まれた。家
族は両親と 4人の子供の 6人家族だったが，生活はき
わめて貧しく，長男の俊欽と光裕は家計を支えるため
に町で古本などを商い，生活費の足しにしたりした。
性格は内向的な兄とは対照的に，積極性やリーダー
シップに富んでいたという。光裕は 17歳の時，兄と
内モンゴル自治区に出稼ぎにでたが上手くいかなかっ
た。翌 1987年，黄 光裕は兄と北京市の繁華街，前
門の珠市口東大街で事業を再スタートさせた。手持ち
の 4,000元と借用した 3万元の資金を元手にわずか100
㎡の小さな店を構えたのである。これが 2006年，中
国ナンバーワン小売業になった国美の始まりである。
（2）緩慢な成長＊7
当時国産品といえば，「安かろう悪かろう」という
のが通り相場で，中国家電市場は海外製品が優勢だっ
たが，黄 光裕は輸入品ばかりでなく国産品の可能性
にビジネスチャンスをみいだした。国美電器は他社に
先駆けて 1990年，仲介商を離れメーカーから直接仕
入を開始，包銷制（一手販売制）による新しい仕入・
販売モデルを構築した。直接仕入で仕入原価が下がっ
た分，消費者に安く提供したことが支持された。91
年，家電品はまだ売手市場の状態にあったが，「北京
晩報」に新聞広告（「中縫広告」という）を開始，消
費者が求めている情報を豊富に提供したことが評判を
呼び「中縫大王」といわれるようになり，消費者も家
電品の購入前に新聞広告を読むことが習慣になった。
伝統的な「座店経営」から，プロモーションなどによ
り積極的に市場を開拓するマーケティングを経営の軸
に据えた。業績は順調に推移し，北京エリアでチェー
ン展開を始め，7・8番目の店舗を開店した（ただ
し，店舗名は異なる）。93年，北京市の前門に「国美
電器総公司」を設立して店名を「国美電器」に統一，
兄の俊欽は不動産業を中心とした「新恒基集団」を組
織した。95年，北京最大の繁華街に「国美電器・王
府井商城」を開業したことが，店舗イメージの確立に
貢献した。この頃になると，ハイアール，四川長虹，
TCLなどの国内メーカーが成長してきたので，従前
の輸入家電品中心の品揃えから，機敏に国産品・内外
合同ブランド品を幅広く取り入れるようになった。そ
の結果，取扱商品は一挙に広がり，家電品のワンス
トップ・ショップ性は高まった。
1998年，人口の郊外化や環状道路の整備が進捗し
たことなどを背景に，国美電器は立地戦略を変更し
た。それまで都市中心部に展開していた小型店舗を減
少させ，北京市の 3環路近くに 2,000㎡を超える中型
商城をオープンしたのを皮切りに，「街はずれ」に中
型店を開設するようになった。この年，およそ 10年
の家電店経営の経験を踏まえ，「国美経営管理手引」
を策定，チェーンストア経営の要諦は中央統制の徹底
による規模の利益を獲得することにあるとし，方法論
や各職場の職務・責任などの規範を詳しく解説し，実
行に移していった。これにより国美は，全国展開の基
盤を構築することができた。
（3）成長のサイクルへ（1999年～2005年）
1999年に国美電器は，全国チェーン展開を開始す
るとともに，「8項承諾」によりサービス水準を向上
させた。すなわち，80kmまで配送無料，免抬サービ
ス，無料問い合わせ電話，顧客名簿の作成，電話訪
問，メーカーと共同保証，無料設計，エアコンの
「24―7―7サービス」＊8 を実施した。中国消費者協会
から「誠信企業」の名誉を獲得し，北京の消費者から
「アフタサービスが信用できる会社」とされた。この
年初めて北京を離れ，天津に進出し 2店舗を開店，現
地の 10大商場（百貨店）から激しい反発に遭遇した
が，かえって国美の知名度を高める結果になった。上
海にも進出，開店月の売上 2,183万元を記録，1年後
には上海市 8区で 9店舗に増え，月商 1億元を超え，
京（北京）・津（天津）・滬（上海）を結ぶチェーン体
制が確立した＊9。この年，黄 光裕は総経理の座を妹
婿に譲り，集団公司「鵬潤投資有限公司」を設立，国
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美，鵬潤地産，鵬泰投資を傘下においた。
2000年，国内外の先進的な連鎖経営の成功経験と
実践経験を参考にして「経営管理手引」を改定，また
企業文化の構築，各店舗の店員交流などを目的にして
広報誌「国美報」を創刊した。京・津・滬の各店舗
で，カラーテレビの特価セールを実施し，これを契機
に家電量販店としてプライス・メーカーの地位を築き
始めた。北京支社を独立させ，事業組織の全国展開の
準備を完了，成都と重慶で同時開店し，開店日売上は
それぞれ 320万元と 300万元に達した。年末には，店
舗数は北京，天津，上海，河北省，成都，重慶で合計
41店，年間販売額は 23.2億元に達した。店舗展開に
は直営店方式ばかりではなく，一部特別許可加盟店
（フランチャイズ店）方式も用いられた。しかし，家
電品の小売販路はまだまだ百貨店中心であり，三聯，
国美，蘇寧の合計シェアは僅か 3％余りを占めるに過
ぎなかった（中国連鎖経営協会［2001］）。
2001年，「経営管理手引」の内容拡充，1999年に次
いで，「誠信企業」の評価を与えられ，国美電器は中
国連鎖企業ランキングで 8位に躍進した。全国で同時
に 13店舗を開店し，全国店舗数が 60店を超える。さ
らにその後，鄭州，西安，瀋陽，青島でも開店，鄭州
と西安では開店当日の売上金額が 900万元を突破し評
判となった。同年，経営資源を効率よく運用するため
に「ERP（Enterprise Resource Planning，企業資源計
画）システム」を導入，経理，営業，在庫などのデー
タを共用し，本社と連鎖店間で情報の授受をするよう
になった。また，01年末店舗数はまだ 84店舗に過ぎ
なかったが，2年後の 03年までに中国全土で 200店
舗に増加する計画を発表するなど，積極的姿勢を一層
強めている（中国連鎖経営協会［2002］）。
2002年，国美電器は全国の店舗で「最低差価補償」
（最低価格を保証し，競合店より高い場合は価格差の
3倍を補償する）の価格戦略を打ちだした。済南，広
州，深，武漢と各地で積極的に進出して店舗数が大
幅に増加，家電売上ランキングで三聯に代わり首位に
立った。この頃になると家電専門店チェーンは国美，
蘇寧電器を代表とする全国チェーンと，北京大中，上
海永楽，三聯商社などの地域チェーンの 2種類に分化
し，これ以降全国チェーン展開する企業が躍進するこ
とになる（中国連鎖経営協会［2004］）。
2003年，家電品の価格競争が激化，国美電器はエ
アコンの店頭価格を 1,000元引きにするなどして対
抗，またハイアールと共同イベント「2003冬季新品
推廣月」を開催した。広州や深で新たな店舗をオー
プンし，華南地域の連鎖商城が 7店から 10店舗に増
加，香港にも進出するとともに，ネット・ショッピン
グを開始した。この時期，国美を初めとする家電量販
店のバイイング・パワーは大きくなり，家電品流通の
主導権はメーカーから家電量販店へ徐々に移行し始め
た（中国連鎖経営協会［2004］）。創業者「黄 光裕」
は「2003中国大陸百富榜」で，ランキングの第 27位
になる。
2004年，国美電器はチベット，青海，寧夏，甘
粛，海南，マカオを除く中国各地に進出，店舗数と売
上高ともに大きく伸ばした。この年，格安 CDショッ
プ・チェーンを展開し，安売りで海賊版に挑戦，また
国慶節の 11連休で売上は，前年比 89％と大幅な増加
を記録した。またセンター管理制の経営組織を採用
し，本部の下にマーケティング・センター（仕入，販
売を担当），運営センター（プロモーション，店舗，
物流，アフターサービス，店舗開発を担当），行政セ
ンター（人事を担当），財務センター（情報を担当）
の 4つのセンターを設けた。安売り競争が激化する中
で，家電メーカーとの関係性の構築に務め，「国美グ
ローバル戦略パートナーシップ・サミット」を開催，
また全国で「レインボー・プロジェクト」を展開，ハ
イアール，海信，志高，A.O.Smithなど 9社と協力
し，アフターサービス体制を整備した。
鵬潤投資はその後，香港の上場企業・京動自動化集
団の株式 74.5％を買収，「中国鵬潤集団」と改名し
た。中国鵬潤は 2003年，香港で 1号店を開設，海外
市場開拓に向けた第一歩を踏み出した。04年，香港
証券取引所（HKEX）に上場，中国鵬潤は国美電器の
株式 65％を 88億元で取得し，社名を「国美電器控股
有限公司」に変更した。国美電器は親会社である中国
鵬潤に代わり香港市場で株式公開，資本市場で 88億
元の資金を調達した（中国連鎖経営協会［2005］）。黄
光裕はこの年，推定資産 1,400億円で富豪中国一に
なる。
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2005年，国美電器は北京，上海，成都，重慶，西
安，広州，深など第 1級都市の市場で 270以上の直
営店，40,000人以上の従業員を擁する有名企業になっ
た。成長の原動力は，メーカーからの直接大量仕入に
低価格戦略であり，経営規模の拡大が低価格を可能に
した。今後成長の鍵を握るのは，第 2・3級都市の市
場にどう浸透するかだが，国美では全国 1,200の小売
店と「連盟店契約」を結び，新たな可能性を探り始め
ている。一方で，家電メーカーとプロモーションや物
流などで戦略提携を結ぶとともに，家電メーカー「黒
天鵝」（黒竜江省ハルピン市）や「愛多集団」（広東省
汕頭市）を買収したり，瀋陽で「新鴻基進」と協力し
て家電工業園区を作ったりして生産段階に進出，多元
的事業展開がなされた（中国連鎖経営協会［2006］）。
唐山市の国美電器＊10
河北省にある唐山市は，首都圏と東北 3省を結
ぶ交通の要衝であり，市全体の人口 710万，市部
人口 300万の典型的な第 2級都市である。唐山市
は工業都市で GDPが高い。所得水準も高く市場
需要が大きい。唐山市で国美電器は都市部に 3店
舗，県級区の鎮に 1店舗，合計 4店舗が 2005年
から 06年にかけオープンし，売場面積は 3,000～
4,000㎡，日商は 12,000～15,000元であった。聴
き取り調査に応じてくれた唐山市国美電器の総経
理・雷 鳴氏は，1号店オープン時に入社したば
かりで，それまでは他で通信機器の販売に従事し
ていた。従業員は 300人で，うち社員は 70人，
残りはメーカーからの派遣社員である。その後北
京大中などの買収もあり，07年末には 9店舗，
現在（2008年 8月）17店舗に増えており，2級
都市への積極展開がみてとれる。
大型店の競争がまだ 1級都市ほどではなく，唐
チンフアンダオ
山市と東に隣接する泰皇島市の併せたシェアは
国美電器が 32％，百貨大楼 31％，蘇寧電器 17
％，天洋電器（地元チェーン）11～12％，北京大
中 8～9％とのことである。チェーン店の仕入は
平均 60％がメーカー直で，小家電（扇風機や携
帯電話など）は代理店を利用している。物流は
メーカーが地元に設置している事務所や代理店が
行ってくれる。なお，ハイアールには従業員規模
100人の唐山支社があり，代理店業務も行ってい
る。
国美電器の出店基準は商圏人口と所得であり，
裕福な県なら 10万人で出店，貧しい県なら 20万
人でも出店しない方針。それと「国美の屋外カン
バンがよく見える立地」と「交通の便」を考えて
県部への出店を積極化させている。
陳 暁・国美電器総裁は「1999～2005年は，国美
とって一民営企業が全国チェーン化を果敢に取り組ん
だ華々しい時代で，立地の善し悪しはあまり問わず前
もって土地確保，大規模かつ迅速に店舗展開を図り，
かつ活発にM＆Aを行った。急速に中国の資本市場
が整備され，国美は 2004年香港市場に上場，同年蘇
寧も深市場に，05年永楽も上場を果たした。家電
陳 暁国美総裁
唐山市の国美電器
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量販店間の競争は激化し，中小チェーンの経営が悪
化，国美，蘇寧，北京大中，上海永楽，江蘇五星の 5
大チェーンが出来上がった」＊11と語っている。
（4）中国ナンバーワン小売業―M＆Aで飛躍
2006年，上海永楽電器を買収した国美電器がトッ
プに立った。年間売上高は 01～06年の 5年間で約 14
倍の 869億元へ増加し，07年には中国の小売業とし
て初めて 1,000億元を突破した。
2006年の中国家電量販店業界の大きな話題は，そ
の急成長とともに外資も参加したM＆Aである。上
海に本拠をおく「永楽電器」（店名は「チャイナ パラ
ダイス」で上海のシェアが 50％以上）は，当初，地
域的に補完関係にある「北京大中」（北京でのシェア
が 50％以上）と経営統合して国美と蘇寧を追撃する
予定だった。両社で「戦略合作協議」を行い，共同仕
入れ，倉庫管理，財務管理等で合作し，株交換の方法
で一度は合意に達した。しかし両社の統合交渉は決裂
し，同年 4月，国美電器が永楽電器を買収することで
合意，買収は株式交換と現金を組み合わせることで行
われ，11月に買収は完了した。買収により売上高は
1,000億元に近づき，「新会社」で董事長に就任した国
美創業者・黄 光裕や陳 暁総裁（元永楽の董事長）
らの経営陣は「われわれは近いうちに中国小売業界で
NO1になる。販売網を迅速に発展させ顧客サービス
を充実させる」と語ったが，実際 06年，中国連鎖経
営協会による売上高ランキングで首位の座に着い
た＊12。永楽を「横取り」した国美は，その後は外資
を交えた争奪戦の末，北京大中も呑み込むことにな
る＊13。しかし小売業でトップに立ったとはいえ，国
美の店舗は華北・華東・華南地域の大都市（主に第
1級・2級都市）中心であり，これ以外の地域の都市
や第 3級・4級都市への進出はこれからであり，今後
の進出可能性からみるとまだ成長の余地が大きいとい
える。陳 総裁も「香港に出店しているが，海外進出
よりも国内の 2・3級都市への出店を重視している。1
級都市から 2・3級都市への浸透を図らなければなら
ない」と語っている。
北京大中の買収会見にはハイアールやモトローラの
代表も出席したことからもわかるように，国美電器の
影響力は大きくなり，TCLとは戦略的提携を結び，
新しいビジネスモデルを構築をした。すなわち両社で
販売システムを接続して売れ筋情報を共有，市場ニー
ズにあった製品開発を進めたり，物流システムの効率
化を目指している＊14。TCLからみれば第 1・2級都市
の市場では，大手家電チェーンとの良い業務関係を維
持するとともに，第 3・4級都市の市場では専門店な
ど独自の流通経路を構築し，シェアを確保することを
狙っている。
この間，国美電器はチェーン化が進展し仕入数量が
拡大するに伴い，卸ルートからメーカーと直接に取引
する本部一括仕入に変わった。それとともに 2007
年，初の大型物流センターを上海の浦東地区で稼働
（総面積 80,000㎡，日本の岡村製作所が受注），北京
は土地を物色中で，09年までに 7カ所を建設する予
定となっている。
2006年 6月には米ベストバイ（2007年の売上高 359
億ドル）が「江蘇五星電器」（2007年の売上 212億
元，249店舗）を買収，07年 12月，上海の繁華街・
徐家匯に初の自前店舗「ベストバイ」を出店した。こ
の店舗は，中国では売場がメーカーやブランド別が一
般的ななかで，日本のように商品ごとに陳列したこと
が注目を集めている。上海永楽と統合する計画だった
北京大中は，やはり地理的に補完関係にある蘇寧電器
への身売りが噂されたが，熾烈な争奪戦が繰り広げら
れ，07年 12月，国美電器の買収発表で決着がつい
た。さらに国美は，陝西省最大の携帯ショップ・
チェーン「陝西セルスター」（23店舗）を買収，08年
に入ると，北方電器（山西省）の買収を発表，また三
聯商社（山東省済南市）の株式 10.69％を取得して筆
頭株主となった。国美と蘇寧のガリバー 2社の対決
は，「米（美国）ソ（蘇）戦争」）といわれ，ベストバ
イも参戦し，家電品小売業界は激しさを増している。
2007年，中国連鎖経営協会「チェーン 100強」に
よれば，国美電器の売上は 1,024億元で前年に続き
トップ，店舗数 1,020店舗に増加した。蘇寧電器も売
上が 855億元に増加，3位に付けている。国美と蘇寧
に加えて，江蘇五星，宏図三胞（ITショップ・
チェーン，HISAP），迪信通（携帯ショップ・チェー
ン，D.PHONE）と 5つの企業がトップ 30に入った。
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これらの販売規模と店舗数の平均増加率はそれぞれ
28％と 34％で，他業態・業種のチェーンより高い。
「現在，国美の店舗は，①大型店 ②標準店 ③スー
パーマーケット（SM） ④専門店の 4タイプの店舗が
あり，大型店はヨドバシカメラ，標準店はヤマダをモ
デルにしている。現在のところ北京などでもまだ標準
店が多いが，これら 4タイプ併せて 3,000店，売上
2,000億元がまず目標で，ベストパイを抜いて世界一
になることを目指している」（陳 総裁）。
（5） 国美電器の現状
ここでは『国美電器年次報告書』で国美の現状を見
てみよう。ただし，数字は中国連鎖経営協会のものと
は異なることに注意を要する。国美電器の店舗には，
2007年末に買収したセルスターは含まれているが，
北京大中は含まれていない。店舗数は 1年間で 154店
増えたが，大型の旗艦店の伸びが顕著である。06年
末には北京と瀋陽の僅か 2店舗しかなかったが，1年
間で 59店舗もオープンし，大型店舗の開設に重点を
置いていることがわかる。標準店の売場面積は 3,000
～6,000㎡で，平均は 3,800㎡であり，これまでの店
舗展開の主力フォーマットであった。地域別にみる
と，全ての店舗が，第 1・2級都市にあり，第 3・4級
都市への浸透はこれからである。
国美電器のチェーン店網展開の原則は，人口 150万
以上の第 1・2級都市で支社を設立し，全国規模の
チェーン店経営を実現すること，支社を橋頭堡に当該
地域に集中出店するすることである。市別の店舗数を
みると，広州がいちばん多く，次いで上海，北京，成
都，深の順になっているが，店舗一覧をみると中国
全土の主要都市への出店をすでに終えていることがわ
かる。地理的に補完関係にあった上海永楽の買収など
により偏りなく店舗展開をしていること，大型の旗艦
店は上海，北京，天津など直轄市に多いが，主要な各
都市に少なくても 1店舗を出店していることなどが特
徴になっている。
年間売上高は 2006年の 247億元から 07年の 424億
元へと大幅に伸び，税引き後利益も 9億元から 12億
元に増えている。粗利益（メーカーからのリベートを
含む）は拡大傾向にあるのに対して，販売管理費（人
件費，プロモーション費，家賃・地代など）は減少傾
向にあり，従って利益率は 05年の 4.13％から 07年
7.29％に 3ポイント以上も大幅に上昇している。ちな
みに，日本のヤマダ電機の 08年 3月期の販売管理費
は 18.4％，経常利益率は 4.6％と，両者とも前年より
表 7 国美店舗の内訳（2007 年末）
（合計） 国美 永楽 セルスター
（合計） 726 526 177 23
①大型店
②標準店・SM
③専門店
61
624
41
42
473
11
19
151
7
0
0
23
第 1級都市
第 2級都市
472
254
319
207
137
40
16
7
注）『2007年 国美電器年次報告書』による。
表 9 国美電器の利益率の推移
2005 2006 2007
粗利益
（うちメーカーからのリベート）
販売管理費
13.01
2.74
8.88
14.60
3.59
8.59
15.64
4.34
8.35
利益率 4.13 6.01 7.29
注）『国美電器年次報告書』各年，から作成。
表 8 都市別・規模別店舗数（2007 年末）
旗艦店 標準店 専門店 計
広州 2 82 4 88
上海 10 43 6 59
北京 7 49 1 57
成都 2 55 0 57
深 3 53 1 57
西安 1 19 23 43
福州 2 38 2 42
天津 6 25 2 33
河南 1 27 0 28
厦門 1 25 0 26
重慶 3 21 0 24
南京 1 21 0 22
武漢 1 20 0 21
瀋陽 3 17 0 20
青島 2 17 0 19
済南 2 15 0 17
注）『2007年 国美電器年次報告書』による。
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値は低下している＊15。なお，中国ではリベートなど
の商慣行が問題になることが多いが，家電量販店は
メーカーから「店舗オープン協賛金」「高価格商品促
進リベート」「高価格商品取扱いリベート」「新製品取
扱いリベート」「規模（売上高比例）リベート」「市場
推進リベート」などを徴収しており，07年国美が受
け取ったこれらの合計が販売額の 4.34％に達してい
る。
（6）国美の強さ
国美電器躍進の要因としては，早い時期にチェー
ン・オペレーションの徹底（有能なバイヤーによる買
取り・大量集中仕入），家電量販店としての業態コン
セプトの確立（広く深い品揃え，専門知識をもつ店員
の配置），戦略的拠点づくり（人口 150万以上都市で
支社を設立し，支社を中心にドミナント出店），臨機
応変な店づくり，積極的な IT導入などが指摘されて
いる（于［2004］）。国美電器の李 俊涛副総裁は「創
業の頃から日本の家電量販店を視察し，各社の成功や
失敗から多くのことを学んできた。我々は日本のヤマ
ダ電機に似ている。ヤマダが強いのは，マーケットを
見たうえで，迅速に顧客が集まる立地を押さえ，豊富
な商品を安価に売っている点だろう。一方で，10年
前は業界トップでありながら，現在は影が薄れつつあ
る家電量販店はどうか。商品，価格，経営，店舗を市
場動向に合わせて見直してこなかったからだと私は分
析している。小売りに求められているのは，これらの
調整力にほかならない。品揃えや店舗の立地を柔軟に
変えていくことが経営の肝だと考えている」と国美の
強さを語っている＊16。
国美電器が成長のサイクルに入ったのは，1998年
に「国美経営管理手引」が開発されて以降である。こ
の手引きはその後何度か改定されたことをみても，国
美成長の「手引き」になったと考えられる。中国小売
業界において，早い時期にチェーンストアの経営の重
要性を認識し，日本のヤマダ電機などをベンチマーク
し，中央統制の徹底による規模の利益を発揮する方
法，各職場の職務・責任など連鎖経営管理の枠組みを
策定している。これにより全国展開の基盤を構築する
ことができ，店舗数が急速に増加するようになった。
店舗数が増え売上が伸びれば伸びるほど，規模の利益
は大きくなる。国美は積極的な店舗展開と強引とも思
えるM＆Aで店舗数を拡大，大量集中仕入による価
格引き下げや有利な支払い条件を実現している。また
有能なバイヤーの育成，買取仕入，メーカーと一定の
数量を契約する仕入方法，実用に特化した PB商品の
開発なども低価格販売に貢献している。しかしなが
ら，国美などの家電専門店チェーンは，その成長が急
だったこともあり，「比較競争優位は同業者に対す
る，それも外部資源によるものであって，海外企業の
ような内部資源によるものとの差は大きい。国美や寧
蘇の成功の大きな要因は，企業家がチャンスをタイム
リーに捕まえたことに過ぎず，持続的な競争優位は有
してない。外部資源の獲得は容易であるが，内部資源
の蓄積には長期的努力が必要である。家電チェーン企
業として，もっと健全な科学管理手段が必要である」
という指摘もある（何［2005］）。
スウニン
4 追跡する蘇寧電器
蘇寧電器は 2008年第 1四半期の営業利益は 126億
元で，国美電器を 5億元上回ったと報じられている。
これに対して，国美側は会計基準に従ったので北京大
中の利益は含めていないが，含めれば我々の方が利益
は大きいと語っている＊17。国美と蘇寧の競争がます
ます熾烈さを増し，「米ソ戦争」の様相を呈している。
（1）江蘇省・南京市寧海路で創業
蘇寧電器の会社名は，「江蘇南京」の地名からとっ
たものである。蘇寧の創業者・張 近東は大学卒業
後，国有卸で働いていたが，1989年独立して，家電
品の卸売りで事業を起こし，90年，江蘇省の南京市
寧海路で「蘇寧」という家電店を創設し，エアコンの
小売販売を始めた。その頃，中国の家電市場は売手市
場であり，蘇寧は国美電器とともにこの絶好のビジネ
ス・チャンスを捉えた。96年ころから，長虹を初め
とする国内家電産業が急速に発展したことが，家電品
小売業にビジネス・チャンスを与えた。国美は，輸入
家電品の経営から国産品中心の総合家電品販売の経営
に転換し，取扱い商品もカラーテレビ，冷蔵庫，洗濯
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機，エアコン，パソコンなどの 2万品目以上に及ん
だ。これに対して蘇寧も，99年，エアコン中心の販
売から総合的に家電品を扱う経営に転換し，品揃えが
国美と競合するようになった。
（2）蘇寧電器の飛躍＊18
1993年，この年稀にみる高温に襲われ，中国全国
でエアコンの販売合戦が展開されたが，南京でも演目
「エアコン大戦」が上演され大きな話題となった。戦
いは，南京 8大国有商場（百貨店）の「連合艦隊」
と，「小さい小舟」の蘇寧との間で行われた。メディ
アの「エアコン大戦の追跡報道」というコラムから，
その激しさを知ることができ，当時の「戦争」のすさ
まじさを語る時，いまだに蘇寧の関係者は興奮を抑え
られない様子になる。
1993年の春，まだ朝晩の冷え込みが終わらない
頃，蘇寧電器はいち早く南京各メディアに，大々的に
「夏を快適に過ごしたいなら，蘇寧へ行ってエアコン
を買おう」という広告を打った。オフシーズンにかか
わらず，蘇寧のエアコン販売額は 9,000万元を突破，
南京エアコン市場の 70％のシェアを奪った。蘇寧の
先制攻撃に直面した国有百貨店は，市場を奪還すべく
迅速に対応，「南京家電開拓協調委員会」を設立，「統
一販売，統一メンテナンス・サービス，統一交換を実
行する」と発表し，全国のエアコン企業に「反撃を展
開する」旨の書面を送った。これに対し，張 近東は
「計画経済時代の統一価格は過去のもの。われわれは
同業者と対立することは望まないが，対立を恐れな
い」と語った。
この年最終的に蘇寧電器は，オフシーズンに大量に
仕入れた低価格エアコンと，低コスト経営方式で，3
億元の販売額を実現，蘇寧はエアコン販売の最大手に
なった。後に専門家は，「エアコン大戦」の勝負は，
早くも前年に勝敗が決定していたと分析している。92
年，南京地域の高温は長続きはせず，エアコン市場は
冷え込み，秋のエアコン・メーカーによる注文展示会
の際，百貨店の反応は冷淡だった。これに対して蘇寧
は，ハイシーズン直前から仕入を行う従来の方式とは
全く異なる「オフシーズンに投資して低価格で仕入
れ，低価格販売を行う」戦略で，計画通り仕入を進め
た。同じ方法で，蘇寧は科龍グループ（広東省佛山
市）の有力エアコン・メーカー「華宝，HUABAO」
と協同関係を結び，ハイシーズンの到来とともに，有
利な仕入を行うことができた。これに対して競争業者
は，ハイシーズンが到来すると，エアコンの仕入すら
満足にできない情況に陥った。
張 近東は後に「エアコン大戦」について，「今回
の価格戦争は，表面現象にすぎない。実際には，商品
の供給源こそが本質である」と語っているが，国営企
業では決して行われることのなかった，ハイリスク・
ハイリターンのビジネスを果敢に実行に移した功績は
大きい。21世紀に入ってからの家電量販店の急成長
を捉えて，経済学者が「商業資本の台頭」と呼んでい
るが，実際はその 10年前に蘇寧電器は画期的なマー
チャンダイジングを行っており，布石が打たれていた
わけである。家電品流通の主役が国有流通企業・百貨
店から家電量販店に確実にシフトし始めた。
メーカーと良好な関係を構築してエアコンの販売に
必要なサービスを提供するとともに，「オフシーズン
表 10 蘇寧電器の推移（1） （単位：億元）
順位 年間販売額（伸び率）店舗数（伸び率）
2001 40（―％） 91（―％）
2002 61（53％） 134（47％）
2003 120（99％） 148（10％）
2004 221（80％） 193（30％）
2005 397（80％） 363（88％）
2006 610（54％） 520（43％）
2007 855（40％） 632（22％）
注）中国連鎖経営協会『中国連鎖店年鑑』各
年，による。
表 11 蘇寧電器の推移（2）（単位：億元，％）
順位 年間販売額 利益総額 店舗数（伸び率）
2002 33 1 ―
2003 60 2 ―
2004 91 3 84
2005 169 6 224
2006 262 11 349
2007 402 22 632
注）『蘇寧電器年次報告書』各年，による。
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に低価格で仕入れ，シーズンに低価格販売を行う」と
いう戦略が功を奏した。蘇寧電器は 1999年から，エ
アコン中心からカラーテレビ，冷蔵庫，洗濯機，エア
コン，パソコンなどを品揃えに加えて総合家電経営に
変貌を遂げるとともに，全国へと店舗を展開していっ
た。
（3）国美を追撃する蘇寧
「エアコン販売の地方チェーンにとどまっていた蘇
寧にとって 1999年は総合的品揃えの全国チェーンへ
の転換点になった。翌 2000年から成長が始まること
になる。規模拡大の参考にしたのは，日本の秋葉原そ
してコジマ電機であった」＊19。蘇寧電器は創業以来家
電品の卸を主要事業としていたが，エアコンから始
まった小売販売は，2000年になると販売額比率が 60
％にも達し，卸を上回るようになった。蘇寧の小売店
舗は南京から始まり，華東，華南，華北に拡張し，00
年末には 170店舗になり，年間販売額は 40億元に増
加した（中国連鎖経営協会［2001］）。
市場経済の発展と家電市場の拡大とともに，同業者
間の競争も激しくなった。2000年末，蘇寧電器は 3
年以内に全国で 160店の新店舗増設を発表，01年，
北京で 10店舗を出店，国美電器と激烈な商戦を行
い，国美の牙城である北京で追撃を始めた。蘇寧は小
売をエアコン販売に限定していたので，カラーテレビ
など家電品の小売商だった国美とは競争が起こる可能
性が低いとみられていた。しかし，蘇寧は北京進出に
よって卸売から小売に明確に方向転換し，両者の激突
が始まった。方向転換の理由は，卸売の利潤が少ない
こと，それに家電卸売は地域制限があり全国市場の形
成が難しいことが背景にあった。なお同年蘇寧も，国
美と同様に，経営資源を効率よく運用するために
「ERPシステム」を導入している（中国連鎖経営協会
［2002］）。
蘇寧電器は，次々に江蘇省内の主要都市，及び上
海，北京，広州，杭州，合肥，西安，武漢など 10数
カ所に，地域連鎖管理センターを設立した。2002
年，山東省済南市に進出，松下，TCL，長虹などから
10億元分のカラーテレビ 50万台を買入れ，北京，上
海，重慶，寧波，常州の 5都市で 6店舗を同時出店し
た。この年，蘇寧は中国商業連合会から「中国商業名
牌企業」という栄誉が授与され，江蘇省の大型民営企
業のトップに輝いた。03年，創業以来わずか 13年間
で，蘇寧は江蘇省南京市の資本金 10万元，従業員 10
数人中小企業から，北京，天津，上海，重慶，遼寧，
山東，河北，安微，江蘇，浙江，広東，四川，陝西な
ど 24省に 148店舗を開店，年間販売額 120億元以上
の大企業に成長した。この年南京市山西路に，売場面
積 18,000㎡の大型直営店をオープンした（中国連鎖
経営協会［2003～2004］）。蘇寧は流通業以外に家電品
フィ ガ
製造業にも進出し，グループ内企業の「飛歌，
FEIGE」のエアコン年産量は 50万台，その 70％が欧
亜に輸出している。この他にも製造業，不動産の開
発，電子商取引などの事業も展開している。蘇寧の中
核事業である流通は，連鎖経営（レギュラー・チェー
ン）と特別許可経営による拡張戦略が採られている。
この時点で，チェーン店の 8割以上が特別許可加盟店
であり，健全なチャネル構築と適切なチャネル統制が
不可欠であった。なお，特別許可加盟店は特許専売店
と同じであり，蘇寧電器の販売権と商標権を付与する
ことにより，長期契約を結んだ専売店で，一種のフラ
ンチャイズ・チェーンのフランチャイジー（加盟店）
といえる（塩地［2002］）。
2004年は蘇寧電器にとり，深証券取引所（SZSE）
に上場（公開価格 29.88元），ハイアールと合弁事業
を開始するなど躍進の 1年間で，小売売上高ランキン
グでは 4位に上昇した。中国政府は年末の小売分野の
全面的な開放に備えて，蘇寧を含む重点支援小売企業
20社を決定している。家電品チェーン内部では寡占
政府重点支援小売企業 20社（2004 年 2月）
上海百聯グループ，浙江物産グループ，大連大商
グループ，広東物資グループ，国美電器，武漢中
百グループ，天津家世界グループ，北京華聯グ
ループ，山東三聯グループ，上海農工商スー
パー，安徽商グループ，北京王府井，蘇果スー
パー，深華潤万家，北京物美投資グループ，蘇
寧電器，天津物資グループ，重慶商社，武漢武商
グループ，深新一佳スーパー
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化が進み，蘇寧，国美電器など全 6大家電品チェーン
のシェアは 18％を占めるようになっている（中国連
鎖経営協会［2005］）。
蘇寧電器は国美電器などとともに，家電量販店とし
て第 1級市場では家電品販売の中心になり，第 2級市
場でも相当なシェアを占めるようになった。2005
年，蘇寧は武漢に進出し，全国の第 1級都市全てに進
出，小売ランキングは 3位になった。また 5月，北京
オリンピック開催年の 08年末をメドに，世界最大級
の経営規模の 1,500店体制にすることを発表（当時
160店），とりあえず05年末までには2日に1店のペー
スで出店することになった＊20。同月 11日には，全国
で 22店舗を同時開店した。この年蘇寧は「2005年中
国ランキング・200ブランド」に選ばれ，「2005年中
国上場企業・競争力 100強」の 7位にランキングされ
た（トップテンに入った唯一の連鎖店）。蘇寧の強み
は組織構造を調整して，水平的管理を行っていること
にある。チェーンオペレーションの推進を目標とし，
チェーン全体と地域連鎖網を結合し総合的に管理する
システムを構築，統一的チェーン管理規範により，イ
メージ・資源統一・サービスなどの統一を図ってい
る。（中国連鎖経営協会［2006］）。この年，北京に物
流センター（38,000㎡）と総合サービスビルを構築，
域内 70％センター経由配送を実現している。
唐山市の蘇寧電器＊21
唐山蘇寧電器連鎖加盟有限公司の総経理・白
秀栄は，1989年，天津商学院卒業後，河北省 1
級站（年商 9億元）で，14年間家電品の仕入・
卸・小売を担当，2002年，天津市蘇寧 1号店店
長に転じ，04年に現職に就く。蘇寧は完全な民
営の上場企業で，店舗には直営店と特別許可加盟
店があるが，両者に経営上の差異は殆どない。唐
山市には国美より早く 04年に進出，聴き取り調
査時点では県部も含めて 3店舗だったが，現在
（2008年 8月）は 7店舗に増えており，国美電器
と同様に，2級都市へ積極的に浸透を図ってい
る。
市内の家電品の販売額シェアは，ハイアールや
TCLなどメーカーの専売店はなく，「百貨大楼」
の家電品部門，国美，蘇寧が 3分の 1ずつ分け
合っているが，店舗当たり売上では蘇寧が一番と
のことであった。百貨大楼は「国有企業」として
培ってきた地元企業としての根強さがあり，国美
は低価格が特徴で最低価格保証を実施，蘇寧は
サービスを売りにしている。「メーカーと蘇寧で
2重の保証」「エアコンは 12時間以内に配送設置」
「電話一つで全て解決する顧客サービス」などの
サービスを提供している。サービス提供状況は全
国ネットで監視している。
品揃えは，黒モノ（テレビと音響機器），白モ
ノ，エアコン，小家電，通信機器，デジカメ，パ
ソコンなどを総合的に扱っており，テレビでは王
牌（TCL），創維（広東省深市，SKYWORTH），
海信，四川長虹などが売れ筋で，海外ブランドで
は LG，フィリップス，ソニー，日立などが人気
唐山市の蘇寧電器
蘇寧電器の売場風景
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がある。売場はブランドごとの陳列になっている
が，日本式の「フラットな売場づくり」やデジカ
メ・PCなどの売場づくりの取り入れを検討中で
ある。
商流は，本社の営銷管理センターがメーカーと
取引条件等を一括交渉して仕入れ，唐山の 3店舗
分全てがここの分公司の営銷管理センターに入っ
てくるが，メーカーの地方税納入の関係から，
メーカーが地元に設置している事務所や代理店に
帳合をつけている。物流はメーカーが外部委託方
式で，唐山市内の配送センターから店舗まで配送
してくれる。従業員数は，現在約 140名，派遣店
員はメーカーからブランド別に 1人ずつ提供を受
けている。リベートには「高価格商品促進リベー
ト」「高価格商品取扱いリベート」「新製品取扱い
リベート」「規模（売上高比例）リベート」「市場
推進リベート」など様々なものがあり，商慣行と
して根付いている。
家電チェーン企業の成長は目覚ましく，2006年，
蘇寧電器，国美電器，江蘇五星，三聯商社，北京大中
が，商務部の発表した 30強に入り，主要チェーンの
店舗数は 1,500店舗を突破，業界の市場シェアは 25％
に上昇した。この段階にいたり，初期の「粗放型発
展」ではもうすでに現状に適応しえなくなり，各企業
は物流，配送，販売，顧客サービスなど管理体制の充
実を図るようになった。蘇寧電器は国内で 500カ所の
サービスネットワーク，30カ所の顧客サービスセン
ター，15カ所の物流基地を建設する一方，IBMと提
携，8,000万元を投資して情報武装化を進め，企業管
理と IT管理を改善させている（中国連鎖経営協会
［2007］）。ちなみに北京の物流センターは 05年に開
設，38,000㎡規模の大型近代的施設で，総合サービ
ス・ビルも併設，当該地区各店舗への配貨は 70％が
センター経由になっている。
2007年，蘇寧電器は年間売上高 855億元（1兆3,000
億円，前年比 40％増）で 国美電器を追撃，小売ラ
ンキングでも 3位を占めた（年末の店舗数 632）。蘇
寧の店舗には直営店と特別許可加盟店があるが，北京
の店舗は全て直営店で，特別許可加盟店は地方に多
い。店舗規模は 1級都市は 10,000㎡，省都級は 6,000
～8,000㎡を標準とし，北京や上海では大型店を住宅
地に，南京は中型店を中心地に出店するなど臨機応変
に対応している。
范 執行総裁は「近年，日本の家電業界関係者との
交流が増えている。液晶テレビの最新技術を学んだ
り，今後の需要予測をしたりするために，訪日して大
手メーカー・工場を訪問している。また家電量販店と
接触，進んでいるチェーンオペレーション，店舗展
開，陳列方法などに関するノウハウの移転を図ってい
る」と語っている。
（4）蘇寧電器の現状
蘇寧電器も国美電器と同じように，『年次報告書』
で現状を分析しよう。数字はやはり連鎖経営協会のも
のとはかなり開きがある。
中国は 22省（台湾は除く），5自治区，4直轄市，2
特別行政区からなるが，蘇寧電器は華北地区の遼寧省
を除く 21省，3自治区，4直轄市に出店済みで，まさ
表 12 地域別店舗数（2007 年末）
地域 店舗数
華東 1区 江蘇，安徽，山東 137
華東 2区 上海，福建，浙江，江西 118
華南地区 広東，広西，海南 104
華北地区 北京，天津，河北，山西，内蒙 96
西南地区 四川，重慶，雲南貴州 60
東北地区 黒竜江，吉林 48
華中地区 湖北，湖南，河南 40
西北地区 陝西，甘粛，青海，新疆 29
注）『2007年 蘇寧電器年次報告書』による。
表 13 店舗規模別・市場種別店舗数の推移
2005 2006 2007
合 計 224 351 632
①旗艦店（大型店）
②中心店（中型店）
③社区店（小型店）
25
58
141
38
98
215
82
183
367
第 1級市場
第 2級市場
第 3級市場
―
―
―
196
98
57
344
196
92
注）『2007年 蘇寧電器年次報告書』による。
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江蘇蘇寧電器
28％ 15.17％
29.69％
? ?
??
????
しく家電量販店の全国チェーンであるといえる。
蘇寧電器では，家電品全般から通信（携帯電話）・
デジタル（カメラなど）・IT機器まで品揃えした大型
の旗艦店，中規模の中心店（売場面積がおよそ 4,000
㎡），小型の社区店（コミュニティ・ストア）のマル
ティ・フォーマット戦略をとっている。2007年で前
年比売上伸び率が一番高いのは旗艦店であり，大型化
に力を注いでいる。市場種別推移をみると，第 1級市
場から第 2級市場，そして第 3級市場へ徐々に浸透を
図っている。07年末時点で，国美電器の店舗は第 1・
2級都市（市場）に集中しているのに対し，第 3級市
場への進出では先行している。特に蘇寧においては，
伸び率が一番高いのは第 3級市場である。
都市別にみると，上海，北京，広州の順に店舗数を
多く出店している。それぞれの都市でマルティ・
フォーマット戦略をとり，旗艦店，中心店，社区店を
展開している。
年間売上高は，2006年の 262億元から 07年の 402
億元へと大幅に伸び，利益総額も 11億元から 22億元
に増えている。07年，粗利益は 14.5％，販売管理費
8.9％，利益率は 5.6％で，利益率はここ 3年でみると
増加傾向にあるが，国美の 7.29％と比べるとやや見
劣りがする。
蘇寧電器の株主構成を見ると，国有持株や国有企業
の持株はなく，大株主は創業者の張 近東（持株比率
29.69％）や江蘇蘇寧電器（15.17％）などであり，国
内民営企業が 22.40％，一般株主が 32.45％の株式を
所有する完全な民営企業である。
（5）サービス第一主義
国美電器は殆んどが直営店方式であるが，蘇寧は特
別許可加盟店方式を併用している。ただし聴き取り調
査によると，レギュラーチェーン（RC）とフラン
チャイズ・チェーン（FC）に関して店舗運営上の違
いは殆どない。2006年 6月現在，蘇寧が 103都市で
展開する 413店のうち RC200店，FC213店である。
チェーン経営には，健全なチャネル構築と適切なチャ
ネル統制が不可欠であり，日本の家電量販店をベンチ
マークしたり，企業幹部と接触したりして，チェーン
オペレーションについて組織方法，店舗展開，陳列方
法などのノウハウ移入を行っている。
蘇寧電器は国美電器とは品揃えとプロモーションは
あまり違わず，価格競争では規模格差のある国美に必
ずしも勝つことができない。そこで，メーカーとは共
存共栄の関係性を構築し，サービス第 1主義を掲げて
差別化を図ってきた。蘇寧は，メーカーと 2重保証に
表 15 都市別・規模別店舗数（2007 年末）
旗艦店 中心店 社区店 計
上海 11 6 26 43
北京 8 14 17 39
広州 3 3 20 26
天津 3 3 18 24
深 3 2 16 21
南京 3 3 13 19
重慶 2 6 8 16
西安 2 3 7 12
成都 1 2 8 11
武漢 2 3 5 10
注）『2007年 蘇寧電器年次報告書』による。
表 16 蘇寧電器の利益率の推移
（単位：％）
2005 2006 2007
粗利益 9.7 14.9 14.5
販管費 6.2 10.5 8.9
利益率 3.5 4.4 5.6
注）『蘇寧電器年次報告書』各年，から作
成。
表14 店舗規模別・市場種別売上伸び率（2007年/2006年）
店舗規模 旗艦店 中心店 社区店
伸び率（％） 18.8 14.9 15.2
市場種別 第 1級市場 第 2級市場 第 3級市場
伸び率（％） 17.0 13.5 20.0
注）『2007年 蘇寧電器年次報告書』による。
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出所）張 敦群［2003］図 6，日本機械輸出組合［2004］図 124
 などから作成。
百貨店など
（第１級都市）
（第１級都市） （第 2級都市）
（第 2級都市）
（第３級都市）
販売センター
家電量販店
小売店
専売店
? ?
? ?
?
ハイアール
小売商
販売会社（42）
よるアフターサービス，迅速な配送（エアコンは 12
時間以内に配送・設置），広範な顧客サービス（顧客
からの電話 1本で全て解決する。その提供状況は全国
ネットで監視している），の 3つのサービスを充実す
ることに努力を傾けてきている。
5 自社チャネル網の構築急ぐ家電メーカー
中国では家電量販店が急成長し，一括集中仕入によ
りバイイングパワーを発揮し，業績悪化に苦しむメー
カーも少なくなくなった。上海では，2006年にすで
に，国美電器，蘇寧電器，上海永楽の 3社で 85％の
シェアに達し，出店料など様々なリベートの要求も厳
しくなり，メーカーの利益は圧迫されている＊22。そ
こで家電メーカー大手は，自社チャネル網の構築を急
いだり，エアコンのトップメーカーである「格力電
器」のように家電量販店との取引を停止しているとこ
ろもある。売上拡大と価格維持のハザマで揺れ動く家
電メーカー，ここでは「直販モデル」のハイアールと
「総代理店制」の TCLを採りあげ，家電量販店成長に
対する対策も含めてマーケティング・チャネル戦略に
ついてみてみよう。
（1）ハイアール＊23
ハイアールの前身は，青島で設立された小型電動機
などを製造する「青島電動機廠」に始まる。1979
年，「青島市日用電器廠」と社名を変え洗濯機の生産
を開始したが，倒産寸前の状態だった。直属上部機関
の青島市家電公司は，張 瑞敏を中心とする指導チー
ムを送り込んで大改革に乗りだし，80年代後半から
90年代前半にかけての「消費革命」の進展ととも
に，次第に成長の軌道に乗るようになった。現在の製
品ラインはエアコン（家庭用，業務用），電子レン
ジ，洗濯機，食器洗い機，冷蔵庫，冷凍庫，携帯電
話，テレビ，DVD，湯沸かし器など製品ラインは広
く，ハイアールは中国を代表する総合家電メーカーの
一つに成長している。
ハイアールのマーケティング・チャネルは，自ら
チャネルを構築する直営方式の志向性が強かった。当
初は大商城（百貨店）販売であったが，店中店を設け
るようになり，一方で日本の家電系列店に相当する専
売店のネットワークを広げていった。すなわち，企業
内に販売部門を設け，企業規模や販売地域が拡大する
に従い，都市ごとに支店を設置し小売店と直接取引を
行った。しかしながら，1990年代前半までは，家電
品の需要の多くは大都市であり，他のメーカーと同じ
ように，大商城中心であった。殆どの有力ブランド
は，そうした大商城で扱われたが，90年代後半にな
るとハイアールの生産力は大幅にアップし，大商城だ
けでは不十分となりチャネル政策の変更に迫られた。
そこで成長してきた家電量販店を利用するとともに，
中小都市を中心に 97年から日本の系列店に相当する
専売店網づくりに着手した。
2000年まで，本部が小売店に直接販売して資金回
収を行っていたので，法人税などは全て青島市に納め
ていた。これに対して各地政府の不満が拡大したの
で，全国に全く新規にハイアール工貿会社（販売会
社）を設立することになった経緯がある。現在，42
の販社とともに，42の配送拠点も設けられている。
全国の第 1級都市（主に省都）に販売会社を設立し，
省都以外の第 2級都市にはハイアール流通センター
（販売センター），それ以外の第 3・4級市場では専売
店を組織した。販売会社は第 1級市場の小売商と直接
取引するとともに，販売センターを通じて第 2級市場
の小売商と第 3級市場の小売商・専売店と取引する
（張 他［2003］177～178頁）。これとは別に家電量
販店を担当する大規模得意先サービスセンターが設立
されている。専売店は「1県 1店舗」が原則であり
（ただし，大きい県は複数），2000年までに農村を中
心に約 1,000店舗，現在はおよそ 2,000店に達してい
る＊24。専売店の規模は 100平方㍍から 1,000平方㍍と
図 2 蘇寧電器の持株関係図
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様々であるが，ハイアール製品のみ扱うという排他的
協力が必要条件としているが，必ずしも遵守されてい
ないようである。
家電量販店が新規店舗を開くたびに数十万元の出店
料を取られたり，家電チェーン店間価格競争が激化し
その煽りを受けている家電メーカーは，有効な対抗策
が打てていないのが現状である。自社販売網を整備し
たハイアールでも，第 1・2級市場では家電量販店
チャネルが中心であり，全国に構築した専売店網は第
3・4級市場で機能しているに過ぎない。ハイアール
は，現在，自社販売網をいかにパワーアップし，一方
で量販店との良好な関係も続けていくのかが問われて
いる。
（2）TCL
TCL集団公司は，中国改革開放後の高度成長企業
のモデルのひとつで，IBMのパソコン部門を買収し
た聯想集団と共に，「国際買収」の先駆け国有企業と
して有名である。1981年，広東省惠州市人民政府の
出資により，オーディオ・カセットテープのメーカー
「TTK家庭電器」として設立された。香港の中小メー
カー向けの委託加工が中心であり，安い労働力だけが
強みであった。しかし，86年に電話機の生産を開
始，TCLブランドで販売を始めると急成長を遂げ，
89年には電話機の売上でトップに立った。92年，カ
ラーテレビ生産に進出，同業他社が普及品を主力にし
ていたのに対し，ワイドスクリーン・テレビの生産を
目指し，高級品を中程度の価格で販売して成功した
（小島［2004］）。96年に中国テレビ市場で 3大メー
カーの一つになり，98年には自社ブランド商品の輸
出を本格化している。ハイアールが白物家電に強い松
下なら，TCLは AVや情報通信機器を得意とするソ
ニーにたとえられることもある。
2002年，松下と包括的提携の合意がなされ，また
香港市場で株式を公開している。04年，広東省深
市に，仏トムソン社との合弁による世界最大のテレビ
メーカー「TTEコーポレーション（TTE公司）」を誕
生させた。さらに東芝とも白物家電の合弁会社を設立
することで合意した。この他，エリクソン（スウェー
デン）やフィリップス（蘭）などとも多面的な提携を
行っている。
TCLは 1992年までは，長虹などと同じように，3
段階の伝統的流通チャネルを利用していた。しかしな
がら，供給過剰になるにつれて担当範囲を超えた取次
販売や価格競争が激化し，多数の卸売商が欠損を招来
する事態を招いた。そこで TCLは，92年テレビ事業
に参入したのを契機に，第 1級市場で大商城に直接販
売する場合を除き，各地域で単一の卸に独占的販売権
を与える「総代理店制」を採用した。しかしながら，
特定地域における販売権を一手にもつ地域総代理店の
パワーが次第に増し，仕入価格の引き下げ要求が強
まったり，小売段階では価格競争が起こったりして，
メーカーのコントロールがきかなくなった。そこで
TCLは四川長虹などとともに，98年からは自社販売
網の構築に努め，小売市場への影響力を高めるように
なった（張 敦群他［2003］173～175頁）。現在，全国
を 5つの管理区域に区分し，27の分公司（販売会社）
と 170の営業部を設置して，全国全ての大中都市と
3,000の県，郷，鎮に，25,000以上の販売拠点を設け
ている＊25。販売拠点である小売店の販売データは，
インターネットで管理され，リアルタイムで売れ筋情
報にアクセスできるようにしている（丸尾［2004］）。
TCLの販売部門（分公司と営業部）はおよそ 1万
人という膨大な人海戦術によるもので，販売計画が順
調に進捗している範囲においては，内部化がもたらす
コストを十分負担することができた。さらに販売チャ
ネルは単に家電品を販売するだけでなく，アフター
サービスの提供，顧客情報の収集，市場動向の把握な
どの機能も担うことができた。しかしながら家電量販
店が成長して価格競争が激化してくると，内部化コス
トは固定費として重くのしかかり，業績は悪化するこ
とになる。小売段階の価格統制がきかなくなり，機能
障害を起こす可能性が大きくなった。TCLは近年，
取引方針を変更し，家電量販店や総合超市との関係を
深め，チャネル体系全体を見直さなければならなく
なっている。
現在 TCLは，国美電器，蘇寧電器，カルフール，
ウォルマートとの取引量が最も大きいメーカになって
いる（渡邉［2008］）。ちなみに TCLは国美電器と，
2006年，戦略的提携を結んでいる。第 1・2級都市で
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は家電量販店を利用し，そして第 3・4都市では専売
店チェーンで浸透する戦略を採っている。ただし，業
績は苦戦しており，TCL（香港上場，TCLマルチメ
ディア）の 2007年 12月期，売上高は 213億香港ドル
（約 2,741億円）で前年比 27％減，損失は前年の 25
億香港ドルよりは改善しているものの，3億香港ドル
（約 34億）の赤字を計上している＊26。
（3）家電量販店と専売店が棲み分け
ハイアールと TCLのマーケティング・チャネル
は，当初は，直販方式と総代理店制と異なっていた
が，やがて販売会社，専売店のネットワークを構築
し，系列化したチャネルを通じて販売計画の推進，価
格の安定化，サービスの提供，市場動向に関する情報
の収集などを行ってきたが，国美電器や蘇寧電器の急
成長に伴いチャネル政策の変更を余儀なくされてい
る。すなわち両社のマーケティング・チャネルの末端
は，第 1・2級都市では家電量販店，第 3・4級都市で
は専売店チャネルというような棲み分けがなされるよ
うになっている。
6 家電品流通のマクロモデル
中国の家電品流通は「切符制」による配分の時代か
ら，改革・開放を経て 1990年代になると買手市場の
出現と家電品チャネルが多様化した。90年代末から
21世紀になると，家電専門店チェーンが急成長し，
大都会では家電品流通の中心に躍り出たが，その間大
手メーカーによる系列化（販売会社の設立と専売店網
の構築）が試みられてきた。ここではまず何故，中国
において家電量販店は短期間にこれほど急成長したの
かを考察したい。次いで，家電量販店成長の経済的・
社会的意味，さらに今後の家電品流通の方向性を「家
電品流通のマクロモデル」という視点から検討する。
（1）中国家電量販店の急成長の要因
家電量販店の急成長の要因として第 1に，家電産業
の発展と生活水準の向上があげられる。これらの状況
を三種の神器（カラーテレビ，電気冷蔵庫，洗濯機）
とエアコンの普及率の推移をみると，農村と都会では
かなり開差はあるものの，全体的に 1990年代を通じ
て大幅に上昇している。特に中国で重要なことは，家
電品産業の生産段階での市場構造である。95年頃の
時点で中国には，およそ家電品メーカーはおよそ 200
社もあり過当競争が常態化していた。従って，メー
カーによりチャネルの系列化もあまり進んでいないこ
ともあり，家電量販店は仕入先に不自由をすることは
あまりなかった。
第 2に，家電品の商品属性である。チェーンストア
は高度に標準化されたシステムを生かすために，その
品揃え品目を需要量の多い標準化された品目に限定す
る傾向にある。商品がこのような属性をもてば，店頭
での人的サービスを省略でき，価格設定は容易にな
り，また本支店舗間の物流費用を削減できる（田村
［2001］213～215頁）。家電品も技術革新の結果，一
部を除いて需要量の多い標準化された品目が急速に増
加した。
第 3に，都市への人口集中，都市圏での人口の郊外
化，自動車の普及，道路網の整備などにより，家電量
販店に相応しいと立地が増えている。中国では都市籍
の取得が厳しく制限されているとはいえ，都市化が進
み，都市化の程度を示す都市人口比率は，1980年19.6
％，90年 27.4％，2000年 に 35.8％，05年 40.4％（5
億 3千万人）に上昇している＊27。また，交通体系や
通信手段が発達し，1・2次物流（工場から配送セン
ターまでと配送センターから各店舗まで）が効率化
し，大量の情報の授受が迅速かつ正確になり体系的な
サプライチェーンの構築が可能になっている。
第 4に，閉塞感のある統制の頸木から解き放たれ，
澎湃たる変革の気運のなかで企業家精神をもち果敢に
ビジネスの社会に身を投じる起業家が登場した。その
なかで幸運に恵まれチャンスを的確に捉えたものが大
きく飛躍することができたのである。当時の流通を担
当していた国営企業は，リスク・テイキングの土壌は
殆どなく，自らの地位保全や身内の就職斡旋が主な興
味でしかなかったといわれる。これに対して国美電器
や蘇寧電器は，完全な民営企業であり資本に対して責
任があり，そこには何よりも国営企業にはなかったビ
ジネスに対する積極的姿勢と従業者のモチベーション
があった。
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第 5に，国美電器はヤマダ電機やヨドバシカメラ
を，蘇寧電器は秋葉原の家電量販店やコジマ電機をベ
ンチマークしたように，日本などから家電専門店
チェーンの経営ノウハウの「非公式な」移転が中国に
おける家電量販店の成長を早めたと思われる。技術移
転について契約を結び対価を支払うという「公式な」
交流が行われた形跡はないが，聴き取り調査や新聞報
道などによると，訪日したりして日本の家電量販店に
関する情報収集をかなり積極的に行ってきている。
（2）チェーン化の経済的・社会的意義
経営形態としてのチェーンストアは，仕入は中央本
部で一括して行い，販売拠点は各地に分散することに
よって，小売商としての大規模化を達成し種々の規模
の利益を享受することが可能になった。ここではボラ
ンタリー・チェーンとフランチャイズ・チェーンを含
めて，家電品小売業のチェーン化がもつ経済的，社会
的意義を考えてみたい。
第 1に，流通生産性の向上があげられる。チェーン
の場合本部で集中仕入が行われるので，卸売機能を内
部化して生産者から直接仕入れたり，卸売段階を短縮
化したりして，一般の流通経路より効率化され，商業
マージンも圧縮される。家電専門店チェーンは，メー
カーから直接仕入がふつうであり，チェーン化されて
いない電器店より消費者に対して相対的に安い価格で
商品を提供することができる。一般に小売店は，各地
に散在する消費者に接近して立地することが社会的・
経済的に要請されており，本来的に小規模分散的な性
格を有している。チェーンストアはまず，仕入と販売
を切り離し，仕入や主要な意思決定は本部で集中して
行い，各店舗は販売に専念することによって規模の利
益を実現することが可能になった。「消費者の小規模
分散性に伴って，単位店舗は小規模分散的であって
も，チェーンストアという組織形態をとることによ
り，資本の運動法則に合致した企業規模の大規模化を
実現した」といえる（鈴木安昭［1974］171頁）。
第 2に，PB商品を開発することが生産者に対する
対効力（countervailing power）になり，生産段階に
おける寡占化の弊害を防止することが可能になる。
チェーンストア全体の販売量が生産の経済単位を超え
れば，PB商品の開発が可能になる。PB商品は商業
者が開発した商品でリスクは自己負担になるが，
チェーンストアの場合，消費者に近い立場を利用して
品質，性能，包装などにおいてその欲求によりよく合
致した商品を，NB商品より低価格で提供することが
でき，しかもより多くのマージンを確保できるのが普
通である。規模の利益を土台に，POSデータや人的
資源などの有効利用により範囲の利益（scope merit）
が実現できるわけである。
しかしながら中国では，家電品の PB化はまだまだ
緒に就いたばかりである。国美電器では一部 PB商品
の開発を行っているが，実用に特化した家電品の開発
を行っているに過ぎない。日本のヤマダ電機にしても
「家電品はブランド価値が販売に大きく影響する市場
で，PB商品展開などで店頭に並ぶ商品の価値の差別
化を図るのは難しい」とし，PB商品の開発には消極
的である。基本的にどの家電チェーン店も同じ商品を
購入できるので，比較対象となるのは価格の違いのみ
の状況になっている＊28。国美電器にベンチマークさ
れているヤマダ電機も，消費者とは主に価格中心の結
びつきであり，ブランド・エクイティをいかに高める
かが大きな課題となっている。
かつて佐藤 肇（［1974］33～35頁）は「チェーン
ストアはたんに小売商業の固有の小規模分散性という
特質を克服しただけでなく，いまひとつ小売商業の固
有の小規模受動性という特質をも克服して，垂直的統
合の方法をもって，生産に対して積極的能動性もって
働きかけることが可能な大規模企業を実現する最も基
本的な原理と方法を創造した」と述べている。家電品
のような耐久消費財の PB商品の開発には種々の困難
が伴うが，日中両国の家電量販店はともに現在，いか
に垂直的統合を実現するのかが問われている。ただ
し，海外では家電品の PB化に成功しているケースが
ないわけではない。ディスカウント・ストアやスー
パーセンターを展開するウォルマートは，北米市場で
大量の家電製品を売りさばいている。主力の船井電機
が生産する液晶テレビなどは「エマーソン」（かつて
米で人気のあった家電品メーカーのブランドの使用権
を購入）というウォルマートの PBで販売されてい
る。船井電機のウォルマートに対する OEM供給の取
192
引金額は，連結売上高 3,967億円（2007年 3月期）の
約 3割を占めており，10億ドル（約 1,100億円）を超
える＊29。
第 3に，中小規模の家電小売商に存続の余地を残
す。中小小売商は，ボランタリー・チェーンやフラン
チャイズ・チェーンなどを組織したり，加盟すること
によって営業方法を革新し，チェーンストアと同じよ
うな規模の利益をあげることができる。蘇寧電器では
早い時期から，特別許可加盟店というフランチャイ
ズ・チェーン方式を積極的に採用しており，今後は第
3・4級市場では威力を発揮しそうである。
一方で，経営形態としてのチェーンストアに関して
は検討すべき課題もある。中央統制が徹底しているの
で，店舗立地に応じた品揃え，価格決定，サービス提
供などを柔軟に行いづらいということである。店舗数
が増加するにつれ，ますます地域に密着することが必
要とされ，しかも個別店舗の市場条件は異なるので，
経営上の困難性も増している。そこでは中央統制をど
こまで統一的に行い，個別店舗の経営担当者にどこま
で決定させるのかが課題となる（鈴木［2006］171
頁）。これらの点に関して中国の家電量販店は，現場
での意思決定の範囲を広げているし，店舗立地により
売場面積や品揃えを柔軟に調整している。
（3）家電品流通のマクロモデル
家電品流通は一般に，メーカー主導型と量販店主導
型に分けられる。メーカー主導型はメーカーが選択的
販売制（selective distribution）を採用し，卸売段階で
は代理店契約や販売会社の設立などにより系列化し，
小売段階もボランタリー・チェーンなどにより組織化
するものである。メーカーはこの系列化したチャネル
を通じて，種々のプロモーション活動により価格をコ
ントロールしながら販売計画を推進するとともに，ア
フターサービスも提供する。このチャネルの特徴は，
いわゆる街の電器屋さんが主役であり，「サービス重
視型チャネル」といえる。日本ではかつてこのタイプ
が家電品流通の中心であったが，家電量販店の成長と
ともに後退してきたが，最近一部で復活の兆しが見ら
れる。地域社会に根付いた経営により，高齢者所帯な
どと大口商談などが一部でみられるなど，徹底した顧
客管理と，きめ細かい対応で業績を伸ばしている街の
電器屋さんが増えている。ある民間調査機関による
と，地域電器店のシェアは微増傾向にある。松下系列
の「でんかのヤマグチ」（東京都町田市）は「ヤマグ
チではお客様が困っている時には 1分でも速く行くよ
う心がけています。携帯電話を片時も離さず，お客様
からご連絡が入ればすぐに飛んで行き，とことん尽く
します」をモットーに，年商 12億円（2008年 3月）
をあげている＊30。
量販店主導型は，本部一括集中仕入によりバイイン
グ・パワーを発揮し低価格仕入，そして低価格販売を
実現している。中国の家電品産業では，生産者段階の
競争が激しかったこと，発展が急でメーカーが販売
チャネルの構築を行う時間的余裕があまりなかったこ
となどの要因で，計画的な家電品の配分チャネルが崩
壊するプロセスで多様なチャネルが同時並行的に展開
し，現在では，価格訴求を特徴とする量販店主導型が
大きな比重を占めるに至っている。
これら特徴を異にする 2つのタイプが併存すれば消
費者の選択肢が増え，望ましいと考えられるが，中国
ではサービス重視型チャネルの展開はこれからであ
る。それではこれら 2つのビジネスモデル以外に第 3
の道はないのか。
「アトム電器」（大阪羽曳野市，資本金 1億円）は街
の電器屋さんのフランチャイズ・チェーンである。
1971年，現・井坂泰博社長がサンヨー電機の系列店
として「井坂電器」を創業，94年にフランチャイ
ズ・チェーンとしてスタート，当初 11店が加盟し
た。ちなみにロイヤリティは定額の月 5万円である。
2003年に 100店舗，06年 300店，08年には北海道か
ら沖縄まで全国に加盟店が増え 500店（7月末 515店）
を突破している＊31。アトム電器の特徴は，メーカー
系列から離脱しているので各メーカーの家電製品を取
り扱えることができる，加盟店の仕入は全て本部集中
仕入を実現しているので，チェーンストアと同じ規模
の利益が得られる，街の電器屋さんの長所である地域
に根ざしたサービスを提供できることにある。ある加
盟店のエアコンのケースでは，近隣の量販店より 3万
円安い 13万円に設定しても粗利益が 33.9％もとれて
いる＊32。07年の年商は 120億円，08年は 180億円を
193中国家電品流通の発展――国美と蘇寧
予定している。通常は高水準のサービス提供と低価格
はトレードオフの関係にあるが，この両者を実現する
チャネルは消費者にとり望ましいもので，「価値実現
型」の新しいビジネスモデルといえる。今後は，規模
が拡大すればするほどいかに人材を確保して本部機能
を充実し中央統制を徹底していくか，これらを克服で
きるかどうかが問題となる。中国では，第 1・2級市
場と第 3・4級市場では家電品流通がかなり異なる実
体があるが，「アトム・モデル」は後者における流通
近代化のひとつの手段になると思われる。
第 3のチャネルとしては，この他「卸主導型」や
「消費者主導型」などが考えられるが，まだ東アジア
ではほとんど現実化していない。しかしながら，こう
した多様な垂直的マーケティング・システム（VMS）
が競い合う姿こそが，家電品流通のあるべき姿「マク
ロモデル」と考えられる。
おわりに
流通のグローバル化が盛んにいわれる時代，ベスト
電器が東アジア 5カ国に 31店舗を展開しているくら
いであり，日本の家電量販店の海外進出は控えめで
あった。家電品小売業の国際化の遅れと同じように，
家電品流通の海外（比較）研究も手薄であった。本稿
は，今まで中国家電品流通に関する研究はあまり行わ
れてこなかった点で意義をもつし，日本を含めて海外
家電品メーカーが中国に進出するさいに必要な現地の
情報を提供している。研究目的は，中国において家電
量販店チェーンが成長したことによる経済的・社会的
意義を明らかにし，家電品流通のマクロモデルを検討
することにあった。そこではメーカー主導型と量販店
主導型とは異なる第 3のビジネスモデルと，多様な
VMS間の競争が提案された。
あるべき家電品流通のマクロモデル構築に近づくた
めには，それぞれの地域での時系列的な分析を行うと
ともに，東アジアに限ってみても，家電品流通は多様
な実体があり，比較研究を積み重ねることが必要であ
ろう。もちろん規範的理論研究も欠くことはできな
い。
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